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低炭素社会づくりの主役は市民

• CCかわさき構想････市長イニシアティブによる政策方針

• 地球温暖化対策条例の策定に向けて

1） 環境審議会答申（2009.6.4）

2） パブリックコメント等＜市民参加プロセス＞

• 地球温暖化対策地域推進計画づくり（2009年度目途）

⇒ 川崎市地球温暖化防止活動推進センターづくり

地球温暖化防止活動推進員の委嘱

・対策の主役は、市民・地域組織・事業者主役は、市民・地域組織・事業者等

・条例や計画は、対策の道標であり、対策促進
のための仕組み



住宅地（１００万人余）
年々人口増加

社会福祉施設の立地
研究機関・大学等の立地

電気電子・自動車等
の工業製品生産基地

重化学工業地
（川崎の老舗）

CO2の排出量

の大幅増加

地方の
1県分

注目：川崎は大生活注目：川崎は大生活
都市でもある都市でもある
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2050予測＊
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＊市の将来人口推計調査結果による

中原区以北に10４万人（74%）が住んでおり、その人口増加率が大。将来的には
益々その傾向が強まる。しかも、高齢化社会に。

川崎市は、産業都市であるが、一方で、立派な大住宅（生活）都市である。
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川崎市のCO2の排出増加の構造
単位：千トン

産業

その他
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業務

民生
家庭

25,662.5 (0.96)26,706.5計

20,257.9 (0.86)23,549.6

841.6 (0.98)855.6

346.5 (1.45)346.5 (1.45)239.0

1,745.1 (1.43)1,745.1 (1.43)1,146.7

1,843.5 (1.66)1,843.5 (1.66)１,107.6
主
な
発
生
源

備考2007年度（速報）1990年度発生源

川崎には、全国規模でのCO2大量排出源の企業が多数立地。ここに眼が

奪われがちだが、民生・自家用車に伴う排出増の構造が目立つ。

地域として重点を置くべき対策についての認識共有が必要。

人口増加率を超え
てCO2は増加。
自家用車の排出量
の増加率は全国
平均よりも大。



提案1．交通・家庭部門での対策の推進

意識変革⇒意識変革⇒ 行動変革行動変革

市長

議会

市民の市民の

強い意思（覚強い意思（覚
悟）の表明悟）の表明都市・交通体系の変革

・・・・省エネ技術の導入･低
炭素行動の選択可能

個人･組織がCO2排出削減に結びつく行動を

自然のうちに選択できる地域社会を築きあげる

教育･教育･

普及啓発普及啓発

社会制度・ルールの変更
・・・・低炭素行動が報われ
るよう

低炭素社会に

向けた

大胆な政策

＜事業者・市民＞



提案２．協働（パートナーシップ）の確立を

地域の課題を解決するために、地域を構成する

①各主体が、②目的を共有し、③情報を共有し、

④互いの特性や違いを認め、尊重しつつ、

⑤対等な立場での役割分担の下で、⑥それぞれが責

任を持って取り組みを行い、その結果、相乗効果が

うまれてくるような協力・連携。

温暖化対策で何故パートナーシップが不可欠か

•全ての領域における取組・対策が不可欠。

•経済活動、生活様式、都市社会構造のあり方そのものを取組
対象とする必要。

•社会の全構成員が取組主体として関わることが必要。



提案提案22--1.1. 低炭素社会づくりの人低炭素社会づくりの人
及びそのネットワークづくり及びそのネットワークづくり

「川崎市温暖化防止活動推進センター」設立は
大切なきっかけ！

関心⇒行動⇒知恵を出し企画⇒協働するリーダー

東急沿線・小田急沿線は、

人材の宝庫

――現在、住所不定者

になっていないか

無関心層の市民

環境に関心

環境教育参加者

エコライフ実践者

行動に参加する市民

協働する市民

他の市民にメッ
セージを伝える



提案提案22--2.2. 産業・企業と地域社会との産業・企業と地域社会との協働協働

ー川崎の企業のエコ化の一層の進展ー

１．世界的企業と研究開発機関の存在の優位性

２．地域社会との協働による、革新エコ技術・社
会システムの社会実証事業の推進→脱炭素特区

企業行政

研究機関
シンクタンク
大学

協働の場
誰が設営？

NGO （市民グ

ループ、住民組織）

コンソーシアム型コンソーシアム型
ーー企画、経営、社会実証－企画、経営、社会実証－
民生・交通・新エネ分野に期待

＜低炭素特区＞

ルール、
公的資金
支援措置

ネットワーク
地域リーダー
住民参加

技術、人材
CSR

専門性、
社会貢献
データ解析
情報収集
評価
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提案３提案３.. 国際発信をほんものに国際発信をほんものに

１．環境技術による国際貢献

川崎は日本の中で相応しい位置に。

２．臨海の力だけでの発信よいのだろうか？

３．市全体が国際社会、特に途上国にとってのモデル
都市となることを目指すべき。

４．生産工程や工業製品の環境性能は、国際社会の
トップランナー。だが、街の構造、交通体系等、地域
社会システムに関しては、発信できる状態にするた
め、努力の余地が大。



提案４．川崎市による低炭素社会政策への期待

1. 積極的な姿勢を示すことではなく、問題はその実践。

2. 温暖化対策に万能薬はなく、技術革新と経済社会の変革
が両輪。

自治体の役割は、「地域の経済社会の変革」である。

３．温暖化政策は、環境部局の専門特許ではない。

全政策分野に温暖化対策の要素が取り込まれ、政策変更
が必要。（都市計画、交通、緑化、商工等々）

４．自治体が自ら推進する公共事業や公的サービスの中で、
積極的に温暖化対策を取り入れること。

５．地域の温暖化対策の推進役としての役割を果たすこと。
計画・戦略（推進計画）の策定(P)、実施(D)、評価(C)、
見直し(A)の進行管理が極めて重要。キーワードは協働。



提案４-1. 長期を見据えたまちづくり都市

づくり・交通体系つくりに着手

１．中長期（30～50年先）を見通した脱温暖化の都市・交通等の
目標像を描き、その実現を目指した抜本的な都市改造・イン
フラ改質に着手。

２．経済社会の体質をエネルギー・資源の投入量を増やすこと
なく、質的向上ができる都市・地域・社会づくり。個人･組織が
CO2排出削減に結びつく行動を自然のうちに選択できる地域
社会づくり。

※ 脱温暖化都市づくりは、新しい経済刺激策、雇用確保策。
公共事業のあり方の基本を変革する蛮勇が必要。

人口の地域配分、高齢化対策、防災対策も併せて考慮。

短期的資金回収でなく、現世代と将来世代の負担の公平性も
考慮に入れた試験調達方法の工夫。



＜重点の一つとして＞

地域の総合交通体系への着手が必須

１．内陸の地区を

① マイカー依存型のロス型の住宅地？

② 最近の欧州に見られる公共交通・住宅地連携型都市又は
コンパクトシティー化か？

中長期（30～50年先）の長期展望に立って、今からまちづく
りに着手。自然体のまちづくりでは、後になって後悔。 →未
来世代への責任

２．独・仏・蘭・スイス等の欧州の諸都市に比べ、公共交通優先
政策に関しては、大きな差。

市民による積極的・主体的参加による議論が必要


